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研究大学における教員の雇用状況に関する調査  

 

文部科学省 科学技術・学術政策研究所 第 1 調査研究グループ 

治部 眞里 星野 利彦 

 

文部科学省 科学技術・学術政策局  

人材政策課 

 

要旨 

 科学技術イノベーションの重要な担い手となる若手・女性・外国人研究者を含む多様な人材の

養成・確保を図るため、様々な施策が推進されている。昨今、競争的資金等による研究プロジェクト

の実施が増加する中、当該プロジェクトの推進のため、その財源により、多くの若手研究者が雇用

されている現状がある。彼らを取り巻く環境をより詳細に把握し、今後の政策立案に資することを目

的として、「研究大学における教員の雇用状況に関する調査」を政府統計「学校教員統計調査」の

実施年に合わせ、平成 26年から文部科学省科学技術・学術政策局人材政策課及び文部科学省

科学技術・学術政策研究所が共同で推進している。 

 平成 26年は、学術研究懇談会（RU１１）を構成する１１大学を対象に、平成 19年 10月 1日時点

及び平成 25 年 10 月 1 日時点において教育研究活動に従事する教員のうち、任期を付さずに雇

用される「任期無し」雇用及び「任期付き」雇用状況について調査を実施した。引き続き、その対象

を我が国の研究活動を牽引する主要な研究大学として RU11 を構成する大学及び国立大学法人

運営費交付金の重点支援③にあたる 16 大学の何れかに該当する 18 大学に拡大し、平成 25 年

10 月 1 日時点及び令和元年 10 月 1 日時点の状況を令和 2 年に調査した。 

 本報告書は、18 大学を対象に平成 25 年 10 月 1 日時点、令和元年 10 月 1 日時点における

雇用状況についてまとめたものである。令和元年度においては、平成 19 年度から平成 25 年度の

間に見られた教員の年齢構成の変化、特に若手教員における「任期無し」雇用の顕著な減少、

「任期付き」雇用の大幅な増加は見られなかったが、若手教員のポストの減少、シニア教員の高齢

化が少なからず見られた。 

 

Employment Status of Instructional Staff at 18 Research Universities  

 

Mari JIBU and Toshihiko HOSHINO 

1st Policy-Oriented Research Group, 

National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP), MEXT 

In cooperation with 

Knowledge Infrastructure Policy Division, Science and Technology Policy Bureau, MEXT 

 

ABSTRACT 

Various policies have been promoted to foster and secure diverse human resources including 

young, female, foreign researchers as important actors of Science, technology and Innovation.  

Recently, as research projects with competitive funds have been increased, many young 



researchers are being hired to promote the projects.  In order to understand more environmental 

details surrounding them as well as contribute to future policy making, the “Survey on the 

Employment status of faculties at research Universities” has been conducted since 2014 as the 

same year as the government statistics “School Teacher Statics survey” being conducted .  This 

survey is cooperated with Knowledge Infrastructure Policy Division , Science and Technology 

Policy Bureau, MEXT.   

Key variables are demographics (age, sex, and citizenship), degree, employment status (tenure, 

fixed term).  FY2019 survey is revised: the response unit is expanded to 18 research universities 

from 11 research universities.  The reference periods are 1 October 2007, 1 October 2013, and 1 

October 2019.   

The results showed that the structure of age distribution of faculties slightly chang ed in 2019, 

compared to dramatically structural change of those from 2007 to 2013.   The posts for young 

faculties are in decline and senior faculties are aging.   

 



 

目 次 

 

１ 調査の目的 ..................................................................................................................................... - 1 - 

１-１ 調査対象と実施方法  ................................................................................... - 1 - 

１-２ 調査項目 ................................................................................................... - 2 - 

１-３ 調査期間等................................................................................................ - 2 - 

２ 調査結果 ......................................................................................................................................... - 3 - 

２-１ 18 大学における教員の人員構成（性別、年齢、国籍、職位） ............................ - 3 - 

２-１-１ 性別構成 ........................................................................................... - 3 - 

２-１-２ 年齢構成 ........................................................................................... - 4 - 

２-１-３ 国籍構成 ........................................................................................... - 6 - 

２-１-４ 職位構成 ........................................................................................... - 8 - 

２-２ 18 大学における教員の任期  ........................................................................ - 9 - 

２-２-１ 任期付き、任期無し、テニュアトラック教員数の推移  ................................. - 9 - 

２-２-２ 任期の有無と年齢階層別職位構成  ..................................................... - 10 - 

２-２-３ 年齢階層別職位別教員数の分布  ....................................................... - 13 - 

２-２-４ 任期付き教員の割合  ......................................................................... - 15 - 

２-２-５ 分野別任期の有無  ............................................................................ - 17 - 

２-２-６ 任期の有無と分野別職位構成  ............................................................ - 18 - 

２-２-７ 任期の長さ ....................................................................................... - 19 - 

２-２-８ 契約可能な最長期間  ......................................................................... - 20 - 

２-３ 18 大学における教員の雇用財源  ................................................................ - 21 - 

２-３-１ 任期の有無と雇用財源  ...................................................................... - 21 - 

２-３-２ テニュアトラック教員の雇用財源  .......................................................... - 26 - 



２-３-３ 間接経費による教員の雇用状況  ......................................................... - 27 - 

２-４ 18 大学における教員の所得  ...................................................................... - 28 - 

２-５ 18 大学における教員の流動性  ................................................................... - 31 - 

２-５-１ 前職 ................................................................................................ - 31 - 

３ まとめ .............................................................................................................................................. - 35 - 

 



i 

 

概 要 

１．調査の目的・方法等 

 

1-1 調査の目的 

 

本調査は、学術研究懇談会（RU11）を構成する大学（北海道大学、東北大学、筑波大学、東京

大学、東京工業大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、九州大学、早稲田大学、慶応義塾大

学）、又は、国立大学法人運営費交付金の重点支援③1にあたる大学（北海道大学、東北大学、

筑波大学、千葉大学、東京大学、東京農工大学、東京工業大学、一橋大学、金沢大学、名古屋

大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、岡山大学、広島大学、九州大学）において教育研究活

動に従事している教員のうち、無期雇用（任期なし）と有期雇用（任期あり）の教員の年齢構成や任

期の状況等の把握を目的とする。 

文部科学省では、科学技術イノベーションの重要な担い手となる若手・女性・外国人研究者を

含む多様な研究人材の育成・確保を図るため、様々な施策を推進している。これまで、その一環と

して「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査」を実施し、ポストドクター等を取り巻く課題につい

て分析を行ってきた。近年では、大学において従来のポストドクター等に代わり、研究プロジェクト推

進のための競争的資金等を雇用財源とする、いわゆる特任教員（特に特任助教）として若手研究

者を雇用するケースが増えている。 

このたび、次期科学技術基本計画の策定に向けて、若手研究者を取り巻く環境をより詳細に把

握し、今後の政策立案に資することを目的として、我が国の研究活動を牽引する主要な研究大学

として、RU11を構成する大学、又は、国立大学法人運営費交付金の重点支援③にあたる大学に

おいて教育研究活動に従事する教員を対象に、「研究大学における教員の雇用状況に関する調

査」を実施した。 

 

1-2 調査対象と実施方法 

 

調査対象大学は、我が国の研究活動を牽引する主要な研究大学として、RU11を構成する大学、

又は、国立大学法人運営費交付金の重点支援③にあたる大学（北海道大学、東北大学、筑波大

学、千葉大学、東京大学、東京農工大学、東京工業大学、一橋大学、金沢大学、名古屋大学、

京都大学、大阪大学、神戸大学、岡山大学、広島大学、九州大学、早稲田大学、慶応義塾大学

の計18大学）とし、以下の二時点においてこれらの大学と雇用関係のある教員を調査対象とした。 

 

● 平成25年10月1日時点に当該大学に所属していた全ての教員  

 
1 主として、卓越した成果を創出している海外大学と伍して、全学的に世界で卓越した教育研究、社会実装を推
進する取組を第 3 期の機能強化の中核とする国立大学法人。 
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● 令和元年10月1日時点に当該大学に所属していた全ての教員 

 

本調査における「教員」とは、当該大学と雇用関係にある常勤教員（本務教員）であり、「教授」、

「准教授」、「講師」、「助教」、「助手」の肩書き（及びそれに準じる肩書き）を有する者とし、これには

競争的資金等の外部資金で雇用されている「特定有期雇用」等の特任教員も含むものとする。大

学により「特命」、「特定」、「特別」等、特定有期雇用教員に対して付与する称号が異なる場合につ

いても、本調査においては総じて「特任」として扱うものとする。上記肩書きを有しないURAやポスト

ドクター、日常的な勤務を要しない名誉職、兼務教員は調査の対象には含めていない。 

調査の実施に当たっては、各大学の担当部局宛に調査票等のデジタルデータを収録した電子

媒体を郵送し、担当者の記入後に電子メールによる返送を依頼した。 

 

1-3 調査項目 

 

● 基本情報（2.性別、3.生年、4.国籍、5.専門分野） 

● 雇用状況（6.職名、7.主な雇用財源、8.任期の有無、9.テニュアトラック、10.任期の長さ、 

11.契約可能な最長期間、12.給料月額※１、13.前職※２） 

※１ 12.「給料月額」については、令和元年10月1日時点に所属した特任教員を調査の対象とす

る。 

※２ 13.「前職」については、令和元年 10 月 1 日時点に所属した教員を調査の対象とする。 

 

1-4 調査期間 

 

調査票発送日：令和 2 年 1 月 31 日 

調査票締切日：令和 2 年 3 月 16 日 
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2．調査結果 

 

調査対象である 18 大学全てより回答が得られた。本調査における調査対象者（18 大学に所属

していた教員の合計）は、平成 25 年度が 36,737 人（うち、男性 31,494 人、女性 5,243 人）、令和

元年度が 37,255 人（うち、男性 30,809 人、女性 6,446 人）であった。 

 

2-1 18 大学における任期付き、任期無し、テニュアトラック教員数の推移：概要図表 1 

 

18 大学における教員のうち、任期無し教員は、平成 25 年度 22,829 人（62.1%）、令和元年度

22,506 人（60.4%）であり、323 人の減（1.7 ポイント減少）であった。一方、任期付き教員は、平成 25

年度 13,492人（36.7％）、令和元年度 13,542人（36.3％）、50人の増（0.4ポイント減少）であった。

特に、テニュアトラック教員は平成 25 年度 416 人（1.1％）、令和元年度 1,207 人（3.2％）、791 人

の増（2.1 ポイント増加）であった。 

 

概要図表 1  18 大学における任期付き、任期無し、テニュアトラック教員数の推移  
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2-2 18 大学の教員における任期の有無と年齢別職位構成：概要図表 2、概要図表 3、概要

図表 4-1、概要図表 4-2、概要図表 4-3 

 

39 歳以下を「若手教員」、40 歳以上 59 歳以下を「中堅教員」、60 歳以上 65 歳以下を「シニア

教員」と区分し、職位構成別で、平成 25 年度から令和元年度の間の変化をみた。若手教員は、平

成 25 年度 10,566 人、令和元年度 9,256 人であり、1,310 人の減。一方、中堅教員は、平成 25 年

度 21,783 人、令和元年度 22,669 人と 886 人の増、シニア教員は、平成 25 年度 4,388 人、令和

元年度 5,330人と 942人の増であった。若手教員数の減、中堅教員及びシニア教員数の増が認め

られた。任期付き教員の割合は、若手、中堅、シニアの全ての区分で増加しており、若手教員にお

いては、平成 25 年度 62.6％、令和元年度 63.0%（0.4 ポイント増加）、中堅教員においては、平成

25 年度 27.7％、令和元年度 28.9%（1.2 ポイント増加）、シニア教員においては、平成 25 年度

19.3％、令和元年度 21.7％（2.4 ポイント増加）であった。 

職位別に年齢構成をみると、任期無し教授においては、シニア教員が増加（444 人増）する一方

で、中堅教員が減少（537 人減）し、任期無し准教授及び任期付き助教においては、中堅教員が

増加（各 513 人増、219 人増）する一方で、若手教員が減少（各 383 人減、472 人減）するなど、多

くの職位で人数構成の高年齢層へのシフトが認められた。 

 

概要図表 2 18 大学の教員における任期の有無と年齢階層別職位構成  
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概要図表 3 18 の教員における任期の有無と年齢階層別職位別教員数  

 
 

概要図表 4-1 18 大学における年齢階層別・職位別員数分布 (任期付き) 
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概要図表 4-2 18 大学における年齢階層別・職位別員数分布 (任期付き) 

 

概要図表 4-3 18 大学における年齢階層別・職位別員数分布 (任期無し) 
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2-3 18 大学の教員における任期の有無と年齢別雇用財源：概要図表 5、概要図表 6 

 

教員の任期の有無と年齢別雇用財源をみると、基盤的経費で雇用されている任期無し教員は、

35歳から 39歳の減少（380人減）が最も大きく、次に 40歳から 44歳の減少（162人減）が続いた。

一方、55 歳から 59 歳の増加（411 人増）が最も大きく、次いで 60 歳から 64 歳の増加（408 人増）

が続いた。基盤的経費で雇用されている任期付き教員は、35 歳から 39 歳の減少（291 人減）が最

も大きかった。一方、45歳から 49歳の増加（132人増）が最も大きく、次いで 65歳以上の増加（126

人増）が続いた。また、競争的資金等の外部資金で雇用されている任期付き教員は、35 歳から 39

歳の減少（173 人減）が最も大きく、外部資金を含めても若手教員のポストは減っていた。これは、

基盤的経費と外部資金のいずれの財源においても、人数構成の高年齢層へのシフトが影響してい

るためと考えられる。 

 

概要図表 5 18 大学 の教員における任期の有無、年齢階層別雇用財源内訳 
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概要図表 6 18 大学の教員における任期の有無による年齢別雇用財源 

基盤的経費等
競争的資金等

の外部資金
フェローシップ その他 基盤的経費等

競争的資金等

の外部資金
フェローシップ その他

～24歳 7 1 0 2 0 0 0 0

25～29歳 417 141 0 21 171 0 0 0

30～34歳 1,722 726 0 56 1,157 1 0 0

35～39歳 2,501 945 0 75 2,617 6 0 0

40～44歳 1,950 726 0 69 3,809 1 0 0

45～49歳 1,125 363 0 42 4,082 5 0 0

50～54歳 697 223 0 40 4,189 2 0 0

55～59歳 605 161 0 30 3,663 1 0 0

60～64歳 487 117 0 20 3,138 2 0 0

65歳～ 110 100 0 13 401 0 0 0

～24歳 3 1 0 0 0 0 0 0

25～29歳 419 151 0 6 123 3 0 0

30～34歳 1,645 564 0 19 1,036 9 0 0

35～39歳 2,210 772 0 43 2,237 15 0 0

40～44歳 2,065 709 3 45 3,647 9 0 0

45～49歳 1,257 547 0 40 4,255 3 0 0

50～54歳 713 290 0 19 4,124 1 0 0

55～59歳 635 216 0 13 4,074 4 0 0

60～64歳 573 192 0 12 3,546 2 0 0

65歳～ 236 138 0 6 625 0 0 0

平成25年度

(n=36,737)

令和元年度

(n=37,255)

任期付き 任期無し
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2-4 18 大学の教員における分野別、任期別教員数 :概要図表 7 

 

 分野別、任期の有無別に教員数をみると、任期付き教員数が最も多いのは、保健分野で、平成

25年度 6,621人、令和元年度 6,329人であった。また、任期付き教員数が任期無し教員数を上回

ったのは、保健分野のみであった。 

 

概要図表 7 18 大学の教員における分野別、任期別教員数 
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2-5 教員における任期の長さ、契約可能な最長期間 2：概要図表 8、概要図表 9 

 

任期付き教員（テニュアトラック教員を含む）の任期の長さをみると、平成 25 年度及び令和元年

度ともに 5 年以上 6 年未満が最も多く、それぞれ 3,574 人（25.7％）、4,279 人（29.0％）となってい

た。次に 1 年が多く、それぞれ 2,788 人（20.0％）、3,147 人（21.3％）と続いて、3 年以上 4 年未満

が、それぞれ 1,899 人（13.7％）、2,026 人（13.7％）であった。 

 

概要図表 8 18 大学における任期付き教員の任期の長さ 

 

 
 

 
2 労働契約法の関係規定を踏まえ、最初の有期労働契約を結んだ日から、仮に有期契約労働契約を繰り返し更
新した場合の最終日までの期間。 



xi 

 

18大学の教員における契約可能な最長期間をみると、 平成 25年度及び令和元年度ともに 10

年以上が最も多く、それぞれ 5,555 人（39.9％）、6,627 人（44.9％）となった。次に 5 年以上 6 年未

満が、それぞれ 3,915人（28.1％）、3,098人（21.0％）、続いて 9年以上 10年未満が、それぞれ 752

人(5.4％)、1,207 人(8.2％)であった。 

 

概要図表 9 18 大学における任期付き教員の契約可能な最長期間 
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2-6 18 大学の特任教員における給料月額：概要図表 10 

 

令和元年度の 18 大学における特任教員の職位別給料月額における最多層は、特任教授（平

均年齢 59.2 歳）及び特任准教授（同 45.5 歳）は「65 万円以上」特任講師（同 42.3 歳）は、「50 万

円以上 55万円未満」、特任助教（同 37.7歳）は「40万円以上 45万未満」、特任助手（同 38.1歳）

は「45 万円以上 55 万円未満」であった。 

 

概要図表 10 令和元年度の 18 大学におけると特任教員の職位別給与の内訳 
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2-7 18 大学における教員の流動性：概要図表 11、概要図表 12 

 

平成 25 年 10 月 1 日時点と令和元年 10 月 1 日時点の職に変更がなかった任期無し教員にお

いては、若手教員は 560 人（16.4％）、中堅教員 9,500人（58.9％）、シニア教員 3,509 人（84.1％）

となった。任期付き教員においては、若手教員では、323人（5.5％）、中堅教員は 1,887人(28.8％)、

シニア教員は 486 人（42.0％）となった。 

また、任期無し教員は、他大学から雇用される割合が高く、若手教員 1,089 人(31.8％)、中堅教

員 2,350人(14.6％)、シニア教員 206人(4.9％)であった。任期付き教員は自大学から雇用される教

員は、若手教員 1，939 人(33.2％)、中堅教員 1,815 人(27.7％)、シニア教員 218 人（18.8％）であ

った。若手教員については、自大学に任期付き教員として残り、他大学へ任期無し教員として異動

する傾向がみられた。 

 

概要図表 11 令和元年度の 18 大学における教員の年齢階層別前職 

 

概要図表 12 令和元年度の 18 大学における教員の年齢階層別前職 
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本 編 

１ 調査の目的 

本調査は、我が国の研究活動を牽引する主要な研究大学として学術研究懇談会（RU11）を構

成する大学及び国立大学法人運営費交付金の重点支援③にあたる 16国立大学の何れかに該当

する 18 大学（具体的には、北海道大学、東北大学、筑波大学、千葉大学、東京大学、東京農工

大学、東京工業大学、一橋大学、金沢大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、岡

山大学、広島大学、九州大学、早稲田大学、慶応義塾大学）を調査対象機関として、教育研究活

動に従事している教員のうち、無期雇用（任期無し）及び有期雇用（任期付き）の教員の年齢構成

や任期、雇用状況等の把握を目的とした。 

文部科学省では、科学技術イノベーションの重要な担い手となる若手・女性・外国人研究者を

含む多様な人材の育成・確保を図るため、様々な施策を推進している。これまで、その一環として

「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査」を実施し、ポストドクター等を取り巻く課題について分

析を行ってきた。昨今では、大学において従来のポストドクター等に代わり、研究プロジェクト推進

のための競争的資金を雇用財源とする、いわゆる特任教員（特に特任助教）として若手研究者を

雇用するケースが増えている。 

この度、第 6 期科学技術基本計画の策定にあたり、若手研究者を取り巻く環境をより詳細に把

握し、今後の政策立案に資するころを目的として、我が国の研究活動を牽引する主要な研究大学

といえる 18 大学において教育研究活動に従事する教員を対象に、本調査を実施した。 

 

１-１ 調査対象と実施方法 

調査対象機関である 18 大学について、以下の二時点におけるこれらの機関と雇用関係にある

教員を調査対象者とした。 

 

◼ 平成25年10月1日時点に当該機関に所属していた全ての教員 

◼ 令和元年10月1日時点に当該機関に所属していた全ての教員 

 

本調査における「教員」とは、当該機関と雇用関係にある常勤教員（本務教員）であり、「教授」、

「准教授」、「講師」、「助教」、「助手」の肩書き（及びそれに準じる肩書き）を有する者とし、これには

競争的資金等の外部資金で雇用されている「特定有期雇用」等の特任教員も含むものとした。機

関により「特命」、「特定」、「特別」等、特定有期雇用教員に対して付与する称号が異なる場合につ

いても、本調査においては総じて「特任」として扱っている。上記肩書きを有しないURAやポストドク

ター、日常的な勤務を要しない名誉職、兼務教員は調査の対象には含めていない。 

 調査の実施に当たっては、各大学の担当部局宛に調査票等のデジタルデータを収録した電子

媒体を郵送し、担当者の記入後に電子メールによる返送を依頼した。 
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１-２ 調査項目 

調査項目は、以下の項目とした。 

⚫ 基本情報（性別、生年、国籍、専門分野） 

⚫ 雇用状況（職名、主な雇用財源、任期の有無、テニュアトラック、任期の長さ、契約可能な

最長期間3、給料月額※1、 前職※2） 

※１ 「給料月額」については、令和元年 10 月 1 日時点に所属した特任教員を調査の対象とし

た。 

※2 「前職」については、令和元年 10 月 1 日時点に所属した教員を調査の対象とした。 

 

１-３ 調査期間等 

調査票発送日：令和 2 年 1 月 31 日 

調査票締切日：令和 2 年 3 月 16 日 

 
3 労働契約法の関係規定を踏まえ、最初の有期労働契約を結んだ日から、仮に有期契約労働契約を繰り返し更
新した場合の最終日までの期間。 
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２ 調査結果 

 

２-１ 18 大学における教員の人員構成（性別、年齢、国籍、職位） 

本調査における対象者は、平成 25 年度 36,737 人、令和元年度 37,255 人であった。以下に、

性別、年齢別、国籍別、職位別の教員構成内訳を示す。なお、各調査項目における実数データに

ついては、巻末の参考資料 A を参照されたい。 

 

２-１-１ 性別構成 

 平成 25 年度及び令和元年度における教員の性別内訳をみると、男性は、平成 25 年度 31,494

人（85.7％）、令和元年度 30,809 人（82.7％）、685 人減少（3.0 ポイント減）した。一方、女性は、平

成 25 年度 5,243 人（14.3％）、令和元年度 6,446 人（17.3％）、1,203 人増加（3.0 ポイント増）して

いた（図 1）。 

 

図 1  18 大学における教員の性別構成内訳 
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２-１-２ 年齢構成 

平成 25 年度及び令和元年度における教員の年齢構成をみるため、年齢に基づいて 39 歳以下

を「若手教員」、40 歳以上 59 歳以下を「中堅教員」、60 歳以上 65 歳以下を「シニア教員」と便宜

的に区分した。「若手教員」は、平成 25年度 10,566人（28.8％）、令和元年度 9,256人（24.8％）、

1,310 人減少（3.9 ポイント減）している。一方「中堅教員」は、平成 25 年度 21,783 人（59.3％）、令

和元年度 22,669 人(60.8％）、886 人増加（1.6 ポイント増）し、「シニア教員」は平成 25 年度 4,388

人（11.9％）、令和元年度 5,330 人（14.3％）、942 人増加（2.4 ポイント増）していた。若手教員の減

少、中堅教員及びシニア教員の増加がみられた（図 2 及び図 3）。 

 

図 2 18 大学における教員の年齢構成（1） 
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図 3 18 大学における教員の年齢構成（2） 
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２-１-３ 国籍構成 

平成 25 年度及び令和元年度における教員の国籍構成内訳をみると、日本の国籍を有する教

員は、平成 25 年度 35,080 人（95.5％）、令和元年度 34,730 人（93.2％）、350 人減少（2.3 ポイン

ト減）している。一方、日本国籍を有しない教員は、平成 25 年度 1,657 人（4.5％）、令和元年度

2,525人（6.8％）、868人増加（2.3ポイント増）し、国際化が進みつつある。また、日本国籍を有しな

い教員の国籍は、両年度ともアジアが最も多く、平成 25 年度 817 人（49.3％）、令和元年度 1,242

人（49.2%）、459 人増加（0.1 ポイント減）している。欧州、北米、中南米、大洋州、中東、アフリカの

国籍を有する教員も増加してきており、教員の国際的多様化がみられた(図 4 及び図 5)。 

 

図 4 18 大学における教員の国籍構成内訳（1） 
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図 5 18 大学における教員の国籍構成内訳（2） 

 

(注 )平成 25 年度、令和元年度とも外国籍の者の人数を全体としたときのパーセントを示す。 
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２-１-４ 職位構成 

平成 25 年度及び令和元年度における教員の職位構成内訳をみると、平成 25 年度から令和元

年度の間に、教授、助教、助手において、それぞれ 220 人減少（1.0 ポイント減）、153 人減少（0.7

ポイント減）、212 人減少（0.6 ポイント減）した。また、特定の研究プロジェクトの遂行を目的として雇

用される「特定有期雇用教職員」等の特任教員は、平成 25年度 4,975人、令和元年度 5,727人、

752 人増加（1.8 ポイント増）した（図 6）。 

 

図 6 18 大学における教員の職位構成内訳  
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２-２ 18 大学における教員の任期 

大学教員の任期制は、1997年（平成 9年）6月に「大学教員等の任期制の関する法律」により導

入された。この法律は、「大学等において多様な知識又は経験を有する教員等相互の学問的交流

が不断に行われる状況を創出することが大学等における教育研究の活性化にとって重要であるこ

とにかんがみ、（中略）、大学等への多様な人材の受入れを図り、もって大学等における教育研究

の進展に寄与すること」を目的としている。 

 

２-２-１ 任期付き、任期無し、テニュアトラック教員4数の推移 

18 大学における教員のうち、任期を付さずに雇用されるいわゆる「任期無し」教員は、平成 25 年

度 22,829 人（62.1％）、令和元年度 22,506 人(60.4％)、323 人減少（1.7 ポイント減）した。任期付

き教員は、平成 25 年度 13,492 人（36.7％）、令和元年度 13,542人（36.3％）、50 人増加、割合的

には 0.4 ポイント減となった。一方、テニュアトラック教員は平成 25 年度 416 人（1.1％）、令和元年

度 1,207 人（3.2％）、791 人増加（2.1 ポイント増）した（図 7）。 

 

図 7 18 大学 における任期付き、任期無し、テニュアトラック教員数の推移  

 

 
4 テニュアトラック制度は、「公正で透明性の高い選考により採用された若手研究者が、審査を経てより安定的な
職を得る前に、任期付きの雇用形態で自立した研究者として経験を積むことができる仕組み」と定義され、この制

度の下に採用されている教員を「テニュアトラック教員」としている。テニュアトラック教員は、任期を付して雇用され

るものの、テニュア審査を経て任期無し教員となり得、将来のキャリアパスを見通すことが可能なことから、本調査に

おいては「任期無し教員」に含めて扱うものとする。 
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２-２-２ 任期の有無と年齢階層別職位構成  

 18 大学の教員における平成 25 年度から令和元年度の間の年齢別職位構成別教員数の変化を

みると、50 歳～54 歳の任期無し教授 493 人が最も大きく減少、次に 35 歳から 39 歳の任期付き助

教 333人、35歳から 39歳の任期無し准教授 319人と続く。一方、55歳から 59歳の任期無し准教

授 275 人が最も大きく増加、次に 60 歳から 64 歳の任期無し教授 253 人、50 歳から 54 歳の任期

無し准教授 227 人となった（図 8 及び表 1）。 

また、年齢に基づいて 39歳以下を「若手教員」、40歳以上 59歳以下を「中堅教員」、60歳以上

65歳以下を「シニア教員」と便宜的に区分し、職位構成別で、平成 25年度から令和元年度の間の

変化をみると、中堅教員の任期無し教授 537 人が最も大きく減少、次に若手教員の任期付き助教

472 人と続いた。一方、中堅教員の任期無し准教授 513 が最も大きく増加、次いで、シニア教員の

任期無し教授 444 人と続いた（図 9 及び表 2）。 
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図 8 18 大学の教員における任期の有無と年齢階層別職位構成（1） 

 

 

表 1 18 大学の教員における任期の有無と年齢階層別職位別教員数(1) 
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図 9 18 大学の教員における任期の有無と年齢階層別職位構成 (2) 

 

 

表 2 18 大学の教員における任期の有無と年齢階層別職位別教員数(2) 
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２-２-３ 年齢階層別職位別教員数の分布 

年齢階層別・職位別の教員数分布において、任期付き教員は、30 歳から 39 歳の助教及び特

任助教が減少、40 歳から 44 歳の助教、45 歳から 49 歳の特任助教が増加した。任期無し教員お

いては、准教授は平成 25 年度には 40 歳～45 歳にピークがあったが、令和元年度には 45 歳～45

歳へとシフトした（図 10、11、12）。 

 

図 10 18 大学における年齢階層別・職位別の任期無し教員数分布 (任期付き) 

 



- 14 - 

 

図 11 18 大学における年齢階層別・職位別の任期無し教員数分布 (任期付き) 

 

 

図 12 18 大学における年齢階層別・職位別の任期無し教員数分布 (任期無し) 
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２-２-４ 任期付き教員の割合  

 年齢階層別任期付き教員の割合をみると、若手教員は、平成 25 年度 62.6％、令和元年度

63.0％、0.4 ポイント増、中堅教員は、平成 25 年度 27.7％、令和元年度 28.9％、1.2 ポイント増、

シニア教員は、平成 25 年度 19.3％、令和元年度 21.7％、2.4 ポイント増となった。（図 13 及び図

14）。 

 

図 13 18 大学の教員における年齢階層別任期付き教員の割合 (1) 
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図 14 18 大学 の教員における年齢階層別任期付き教員の割合 (2) 
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２-２-５ 分野別任期の有無 

 18 大学の教員における分野別、任期の有無別に教員数をみると、任期付き教員数が最も多いの

は、保健分野で、平成 25 年度 6,621 人、令和元年度 6,329 人であった。また、任期付き教員数が

任期無し教員数を上回っていたのは、保健分野のみであった（図 15）。 

 

図 15 18 大学の教員における分野別任期付き教員の割合  
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２-２-６ 任期の有無と分野別職位構成  

 18大学の教員における任期の有無、分野別職位構成内訳を平成 25 年度及び令和元年度で比

較すると、任期付き教員において、保健分野の助教 130 人が最も減少が大きく、次に工学分野の

准教授が 118 人及び保健分野の教授 118 人が続く。一方、工学分野の特任助教 129 人が、最も

増加が大きく、次に工学分野の特任教授 69 人が続く。任期無し教員において、社会科学の教授

120 人が最も減少が大きく、次に理学の助教 89 人と続く。一方、保健分野の助教 269 人が最も増

加が大きく、次に保健分野の教授 185 人と続く（図 16）。 

 

図 16 18 大学の教員における任期の有無と分野別職位構成 
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２-２-７ 任期の長さ 

 18 大学の教員における任期の長さをみると、平成 25 年度及び令和元年度ともに 5 年以上 6 年

未満が最も多く、それぞれ 3,574 人（25.7％）、4,279 人（29.0％）となっていた。次に 1 年で平成 25

年度 2,788 人（20.0％）、令和元年度 3,147 人（21.3％）と続く（図 17）。 

 

図 17 18 大学における任期付き教員の任期の長さ 
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２-２-８ 契約可能な最長期間 

 18 大学の教員における契約可能な最長期間をみると、 平成 25 年度及び令和元年度ともに 10

年以上が最も多く、それぞれ 5,555 人（39.9％）、6,６27 人（44.9％）となった。次に 5 年以上 6 年未

満がそれぞれ 3,915 人（28.1％）、3,098 人（21.0％）と続く（図 18）。 

 

図 18 18 大学における任期付き教員の契約可能な最長期間  
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２-３ 18 大学における教員の雇用財源 

本調査における教員の雇用財源の選択肢は、1.基盤的経費、2.競争的資金（直接経費：科学

研究費補助金）、3.競争的資金（直接経費：国・政府系関係機関）、4.競争的資金（直接経費：国・

政府系関係機関以外）、5.競争的資金（間接経費）、6.その他の外部資金、7.フェローシップ、8.判

別不能、9.その他 であり、次のとおり区分する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２-３-１ 任期の有無と雇用財源 

 18 大学の教員における雇用財源内訳をみると、競争的資金等の外部資金（競争的資金（直接

経費）及びその他の外部資金）によって雇用される教員数は、平成 25年度 3,521人（9.6％)、令和

元年度 3,626 人（9.7％）となり、105 人増加（0.1 ポイント増）した。競争的資金（国・政府関係機関）

において平成 25 年度 1,505 人（4.1％）、令和元年度 900 人（2.4％）、605 人減少（1.7 ポイント減）

した。一方、その他の外部資金においては、平成 25 年度 1,759 人（4.8％）、令和元年度 2,355 人

（6.3％）、596 人増加（1.5 ポイント増）した（図 19、図 20）。 

基盤的経費 国立大学法人運営費交付金、私立大

学等経常費補助金、競争的資金の間

接経費、その他の自主財源 

競争的資金等の外部資金 科学研究費補助金、国・政府系関係機

関、国・政府系関係機関以外による補

助金の直接経費、その他の外部資金 

フェローシップ フェローシップ 

その他 その他（分類が困難なものを含む）、判

別不能、無給等 
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図 19 18 大学の教員における雇用財源内訳(1) 

 

 

図 20 18 大学の教員における雇用財源内訳 (2) 
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 任期の有無による雇用財源の状況をみると、任期無し教員は、両年度ともに基盤的経費で雇用

されていた。任期付き教員は、平成 25 年度においては、基盤的経費で雇用されている者 9,621 人、

競争的資金等の外部資金 3,503 人だったが、令和元年度は基盤的経費が 9,756 人に対して、基

盤的経費は 3,580 人となった。基盤的経費、競争的資金等の外部資金ともに、任期付き雇用は、

令和元年度に増加した（図 21）。 

 

図 21 18 大学の教員における任期の有無による雇用財源内訳 
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さらに、18 大学における教員の任期の有無と年齢別雇用財源内訳をみると、基盤的経費で雇

用されている教員のうち、任期無し教員においては、35歳から 39歳の教員 380人が最も減少が大

きく、次に 40 歳から 44 歳の教員 162 人減少が続いた。一方、55 歳から 59 歳の教員数 411 人が

最も増加が大きく、次いで 60 歳から 64 歳の教員数 408 人増加となった。 

一方、任期付き教員は基盤的経費で雇用されている 35 から 39 歳の教員 291 人が最も減少が大

きく、次いで競争的資金等の外部資金で雇用されている 35 歳から 39 歳の教員 173 人減少と続い

た。一方、競争的資金等の外部資金で雇用されている 45から 49歳の教員 184人が最も増加が大

きく、次いで基盤的経費で雇用されている 45 歳から 49歳の教員 132人増加が続いた（図 22 及び

表 3）。 

 

図 22 18 大学の教員における任期の有無、年齢階層別雇用財源内訳  
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表 3 18 大学の教員における任期の有無による年齢別雇用財源  
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２-３-２ テニュアトラック教員の雇用財源  

 18大学におけるテニュアトラック教員の雇用財源をみると、平成 25年度 416人であったテニュアト

ラック教員は、令和元年度 1,207 人となり、791 人増加した。両年度とも基盤的経費を財源に雇用

されており、平成 25 年度で 98.6％、令和元年度で 97.0％となった（図 23）。 

テニュアトラック制度は、前述のとおり、「教育研究活動の活性化を目的とし、公正かつ透明性の

高い選抜によって採用された若手研究者が、任期付の雇用形態で自立した研究者として一定の

経験を積んだ後に厳正な審査を経て、任期の定めがない職、または任期の定めがあっても再任回

数の限度がない常勤の教員として採用されるキャリアパスシステム」と定義され、我が国においては、

テニュアトラック期間終了後に非常に高い確率で任期の定めがない教員として採用される。これを

踏まえて、テニュアトラック期間中から基盤的経費で雇用することにより、期間終了後の雇用財源の

安定化を図る狙いがあると考えられる。 

 

図 23 18 大学におけるテニュアトラック教員の雇用財源  
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２-３-３ 間接経費による教員の雇用状況  

 間接経費は、競争的資金を獲得した研究機関又は研究者の所属する研究機関に対し、研究実

施に伴う研究機関の管理等に必要な経費として、研究に直接的に必要な経費（直接経費）の一定

比率で配分される経費であり、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関

全体の機能の向上に活用することにより、研究機関間の競争を促し、研究の質を高めることを目的

として導入される。 

18 大学における間接経費による教員の雇用状況（職位別）をみると、間接経費を雇用財源とす

る教員数は、平成 25年度 175人、令和元年度 184人、特任助手において増加した（図 24）。国立

大学法人運営費交付金、私立大学等経常費補助金に準じて基盤的経費の一部として分類される

間接経費ではあるが、研究者等の人件費として間接経費が使用される場合は、競争的資金の性

質を有することから、主として任期が限られた特任教員の雇用財源になっている可能性が示唆され

る。 

 

図 24 18 大学における教員の間接経費による雇用状況（職位別） 
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２-４ 18 大学における教員の所得 

 本調査においては、特任教授、特任准教授、特任講師、特任助教、特任助手の職名の教員の

給料月額について調査した。特任教員の職階別内訳及び平均年齢をみると、令和元年度におい

ては、「特任教授」957 人（17.4％）、平均年齢 59.2 歳、「特任准教授」1,112 人（20.2％）、平均年

齢 45.5 歳、「特任講師」662 人（12.0％）、平均年齢 42.3 歳、「特任助教」2,566 人（46.6％）、平均

年齢 37.7 歳、「特任助手」211 人（3.8％）、平均年齢 38.1 歳となった（図 25）。 

 

図 25 18 大学におけると特任教員の内訳  
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18 大学における特任教員の職位別給料月額の内訳及び職位別年齢階層別の給与月額の内

訳をみると、特任教授及び特任准教授は 65万円以上が、それぞれ 58.3％、42.2％、特任講師は、

50 万円以上 55 万円未満 22.7％、特任助教は 40 万円以上 45 万未満 21.0％、特任助手は 45

万円以上 55 万円未満 26.5％とそれぞれ最も高くなった（図 26 及び図 27）。 

 

図 26 18 大学における特任教員の職位別給与の内訳  
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図 27 18 大学における特任教員の年齢階層別職位別給与の内訳  
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２-５ 18 大学における教員の流動性 

大学教員における流動性の促進は、教員の能力を高め、先端的かつ学際的な教育研究活動を

活性化させる上で、極めて大きな意義を持つとされている。任期制等の導入により、多くの大学に

おいて独法・公的研究機関、民間企業、海外の研究機関等での研究歴を有する多様な教員集団

が認められるようになり、教育研究活動の活性化の原動力となっている。 

本調査では、18 大学における教員の流動性を把握するため、令和元年 10 月 1 日時点で当該

機関に所属した教員を対象に、平成 25 年 10 月 1 日時点の「前職」について尋ねた。 

 

２-５-１ 前職 

令和元年度における 18 大学の教員の平成 25 年 10 月 1 日時点の前職の状況をみると、前職

「変更なし」は、16,265 人(43.7％)、新卒採用については、自大学の学生 903 人(2.4％)に対して、

他大学の学生が 758 人(2.0％)、またポストドクター等5からの採用については、自大学が 765 人

（2.1％）、他大学 635 人（1.72％）、独立行政法人等公的機関 401 人(1.1％)と、ともに自大学出身

者の方が多い。さらに、大学、独立行政法人等公的機関、民間企業において、ポストドクター等以

外の常勤教員または常勤研究者、非常勤教員または非常勤研究者、研究者の経験を有する教員

は 11,262 人で全体の 30.2%となった（図 28）。 

 

 
5 博士の学位を取得した者又は所定の単位を修得の上博士課程を退学した者（いわゆる「満期退学者」）のう

ち、任期付で採用されている者で、①大学や大学共同利用機関で研究業務に従事している者であって、教授・准

教授・助教・助手等の学校教育法第 92 条に基づく教育・研究に従事する職にない者、又は、②研究開発法人等

の公的研究機関（国立試験研究機関、公設試験研究機関を含む。）において研究業務に従事している者のうち、

所属する研究グループのリーダー・主任研究員等の管理的な職にない者をいう。 



- 32 - 

 

図 28 18 大学における教員の前職（令和元年度） 
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平成 25 年 10 月 1 日時点と令和元年 10 月 1 日時点の職に変更がなかった任期無し教員にお

いては、若手教員は 560 人（16.4％）、中堅教員 9,500人（58.9％）、シニア教員 3,509 人（84.1％）

となった。任期付き教員においては、若手教員では、323人（5.5％）、中堅教員は 1,887人(28.8％)、

シニア教員は 486 人（42.0％）となった。 

また、任期無し教員は、他大学から雇用される割合が高く、若手教員 1,089 人(31.8％)、中堅教

員 2,350 人（14.6％)、シニア教員 206 人(4.9％)であった。任期付き教員は自大学から雇用される

教員は、若手教員 1，939 人(33.2％)、中堅教員 1,815 人（27.7％)、シニア教員 218 人（18.8％）で

あった。若手教員については、自大学に任期付き教員として残り、他大学へ任期無し教員として異

動する傾向がみられた（図 29 及び表 4）。 

 

図 29 18 大学における教員における年齢階層別前職 
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表 4 18 大学における教員における年齢階層別前職 
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３ まとめ 

 

本調査は、学術研究懇談会（RU11）を構成する大学及び国立大学法人運営費交付金の重点

支援③にあたる 16 大学の何れかに該当する 18 大学において教育研究活動に従事している教員

のうち、任期無し教員及び任期付き教員の年齢構成、雇用状況等の把握を目的として実施された

ものである。 

本調査は、平成 26 年に実施した RU11 が対象の「大学教員の雇用状況に関する調査」に引き

続き、調査対象を 18 大学に拡大することで、我が国の主要な研究大学に関する、平成 25 年 10

月 1 日時点、及び令和元年 10 月 1 日時点における教育研究活動に携わる教員の雇用状況を調

査したところ、以下のことが明らかとなった。 

 

○ 調査対象である 18 大学で雇用されている常勤教員の総数は、平成 25 年度 36,737 人、令和

元年度 37,255 人であった。 

 

○ 上記のうち、任期無し教員は、平成 25年度 22,829人（62.1%）、令和元年度 22,506人（60.4%）

であり、323 人の減（1.7 ポイント減少）であった。一方、任期付き教員は、平成 25 年度 13,492

人（36.7%）、令和元年度 13,542 人（36.3%）と 50 人増（0.4 ポイント減少）であった。特に、テニ

ュアトラック教員は、平成 25 年度 416 人（1.1%）から令和元年度 1,207 人（3.2%）へと約 3 倍増

であった。これは、テニュアトラック制の導入・定着が進んだためと考えられる。 

 

○ 39 歳以下を「若手教員」、40 歳以上 59 歳以下を「中堅教員」、60 歳以上 65 歳以下を「シニ

ア教員」と区分し、職位構成別で、平成 25年度から令和元年度の間の変化をみた。若手教員

は、平成 25 年度 10,566 人、令和元年度 9,256 人であり、1,310 人の減。一方、中堅教員は、

平成 25 年度 21,783 人、令和元年度 22,669 人と 886 人の増、シニア教員は、平成 25 年度

4,388 人、令和元年度 5,330 人と 942 人の増であった。若手教員数の減、中堅教員及びシニ

ア教員数の増が認められた。 

 

○ 任期付き教員の割合は、若手、中堅、シニアの全ての区分で増加しており、若手教員におい

ては、平成 25 年度 62.6％、令和元年度 63.0%（0.4 ポイント増加）、中堅教員においては、平

成 25 年度 27.7％、令和元年度 28.9%（1.2ポイント増加）、シニア教員においては、平成 25年

度 19.3％、令和元年度 21.7％（2.4 ポイント増加）であった。 

 

 

○ 職位別に年齢構成をみると、任期無し教授においては、シニア教員が増加（444 人増）する一

方で、中堅教員が減少（537 人減）し、任期無し准教授及び任期付き助教においては、中堅

教員が増加（各 513 人増、219 人増）する一方で、若手教員が減少（各 383 人減、472 人減）

するなど、多くの職位で人数構成の高年齢層へのシフトが認められた。 

 

 

○ 教員の任期の有無と年齢別雇用財源をみると、基盤的経費で雇用されている任期無し教員
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は、35 歳から 39 歳の減少（380 人減）が最も大きく、次に 40 歳から 44 歳の減少（162 人減）

が続いた。一方、55 歳から 59 歳の増加（411 人増）が最も大きく、次いで 60 歳から 64 歳の増

加（408 人増）が続いた。基盤的経費で雇用されている任期付き教員は、35 歳から 39 歳の減

少（291 人減）が最も大きかった。一方、45 歳から 49 歳の増加（132 人増）が最も大きく、次い

で 65 歳以上の増加（126 人増）が続いた。また、競争的資金等の外部資金で雇用されている

任期付き教員は、35歳から 39歳の減少（173人減）が最も大きく、外部資金を含めても若手教

員のポストは減っていた。これは、基盤的経費と外部資金のいずれの財源においても、人数構

成の高年齢層へのシフトが影響しているためと考えられる。 

 

○ 分野別、任期の有無別に教員数をみると、任期付き教員数が最も多いのは、保健分野で、平

成 25 年度 6,621 人、令和元年度 6,329 人であった。また、任期付き教員数が任期無し教員

数を上回っていたのは、保健分野のみであった。 

 

○ 任期付き教員（テニュアトラック教員を含む）の任期をみると、平成 25 年度及び令和元年度と

も、5年以上 6年未満が最も多く、それぞれ 3,574人（25.7％）、4,279人（29.0％）となっていた。

次に 1年が多く、それぞれ 2,788人（20.0％）、3,147人（21.3％）続いて、3年以上 4年未満が、

それぞれ 1,899 人（13.7％）、2,026 人（13.7％）であった。 

 

○ 契約可能な最長期間をみると、平成 25 年度及び令和元年度ともに 10 年以上が最も多く、そ

れぞれ 5,555 人（39.9％）、6,627 人（44.9％）となった。次に 5 年以上 6 年未満が、それぞれ

3,915人（28.1％）、3,098人（21.0％）、続いて 9年以上 10年未満が、それぞれ 752人(5.4％)、

1,207 人(8.2％)であった。 

 

○ 令和元年度の特任教員の職位別給料月額における最多層は、特任教授（平均年齢 59.2歳）

及び特任准教授（同 45.5 歳）は「65 万円以上」、特任講師（同 42.3 歳）は「50 万円以上 55

万円未満」、特任助教（同 37.7歳）は「40万円以上 45万未満」、特任助手（同 38.1歳）は「45

万円以上 50 万円未満」であった。 

 

○ 平成 25 年 10 月 1 日時点と令和元年 10 月 1 日時点の職に変更がなかった任期無し教員に

おいては、若手教員は 560 人（16.4％）、中堅教員 9,500 人（58.9％）、シニア教員 3,509 人

（84.1％）となった。任期付き教員においては、若手教員では、323 人（5.5％）、中堅教員は

1,887 人(28.8％)、シニア教員は 486 人（42.0％）となった。 

 

○ また、任期無し教員は、他大学から雇用される割合が高く、若手教員 1,089 人(31.8％)、中堅

教員 2,350人(14.6％)、シニア教員 206人(4.9％)であった。任期付き教員は自大学から雇用さ

れる教員は、若手教員 1，939 人(33.2％)、中堅教員 1,815 人(27.7％)、シニア教員 218 人

（18.8％）であった。若手教員については、自大学に任期付き教員として残り、他大学へ任期

無し教員として異動する傾向がみられた。 
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コード表一覧

5.専門分野 7.主な雇用財源

1 人文科学 文学関係 A1 運営費交付金、私学助成、その他の自主財源 1

2 史学関係 A2 競争的資金（直接経費）

哲学関係 A3 科学研究費補助金 2

その他 B9 国・政府系関係機関 3

4.国籍 社会科学 法学・政治学関係 C1 国・政府系関係機関以外 4

1 商学・経済学 C2 競争的資金（間接経費） 5

社会学関係 C3 その他の外部資金 6

アメリカ合衆国 2 その他 D9 フェローシップ 7

カナダ 3 理学 数学関係 E1 主な雇用財源が判別不能 8

物理学関係 E2

フランス 4 化学関係 E3

ロシア 5 生物関係 E4

ドイツ 6 地学関係 E5

イギリス 7 原子力理学関係 E6 1

その他 F9 2

中国 8 工学 機械工学関係 G1

韓国 9 電気通信工学関係 G2

台湾 10 土木・建築工学関係 G3 9.テニュアトラック

ベトナム 11 応用化学関係 G4 テニュアトラック 1

応用理学関係 G5 2

原子力工学関係 G6

鉱山学関係 G7

金属工学関係 G8 10.任期の長さ・11.契約可能な最長期間

繊維工学関係 H1 1

船舶工学関係 H2 2

航空工学関係 H3 3

経営工学関係 H4 4

工芸学関係 H5 5

その他 J9 6

農学 農学関係 K1 7

農芸化学関係 K2 8

農業工学関係 K3 9

農業経済学関係 K4 10

林学関係 K5 11

林産学関係 K6 12

獣医学畜産学関係 K7 13

水産学関係 K8

その他 L9

保健 医学 M1 12.給料月額

歯学 M2 給与を受けていない 1

薬学関係 M3 15万円未満（給与を受けていない場合を除く） 2

その他 O9 15万円以上20万円未満 3

商船 商船学関係 P1 20万円以上25万円未満 4

家政 家政学関係 Q1 25万円以上30万円未満 5

食物学関係 Q2 30万円以上35万円未満 6

被服学関係 Q3 35万円以上40万円未満 7

住居学関係 Q4 40万円以上45万円未満 8

児童学関係 Q5 45万円以上50万円未満 9

その他 R9 50万円以上55万円未満 10

教育 教育学関係 S1 55万円以上60万円未満 11

教員養成関係 S2 60万円以上65万円未満 12

体育学関係 S3 13

その他 U9

芸術 美術関係 V1

デザイン関係 V2 13.前職

音楽関係 V3 変更なし 1

その他 W9 自大学の 学生 2

その他 自然科学関係 X1 ポストドクター等 3

社会・自然科学関係 X2
ポストドクター等以外の常勤
教員または常勤研究者

4

人文・社会科学関係 X3
ポストドクター等以外の非常
勤教員または非常勤研究者

5

その他 X9 他大学の 学生 6

ポストドクター等 7

ポストドクター等以外の常勤
教員または常勤研究者

8

6.職名
ポストドクター等以外の非常
勤教員または非常勤研究者

9

1 独立行政法人等公的機関の研究者 10

2 独立行政法人等公的機関のポストドクター等 11

3 民間企業の研究者 12

4 13

5 不明 14

6

7

8

9

10

その他（セルに直接記入して下さい）

テニュアトラックでない

8.任期の有無

任期あり

任期なし

2.性別

男性

女性

日本

その他（セルに直接記入して下さい）

北・中・南米

欧州（ヨーロッパ）

アジア

特任助手

その他（セルに直接記入して下さい）

助手

特任教授

特任准教授

特任講師

特任助教

教授

准教授

講師

助教

1年未満

4年以上5年未満

5年以上6年未満

6年以上7年未満

7年以上8年未満

8年以上9年未満

9年以上10年未満

10年以上

その他

1年

1年を超え2年未満

2年以上3年未満

3年以上4年未満

65万円以上

不明



令和２年１月 
文部科学省 科学技術・学術政策局 人材政策課 

文部科学省 科学技術・学術政策研究所 

「研究大学における教員の雇用状況に関する調査」記入要領 

(1)調査の目的

 本調査は、学術研究懇談会（RU11）を構成する大学、又は、国立大学法人運営費交付金の重

点支援③にあたる大学において教育研究活動に従事している教員のうち、無期雇用（任期なし）と

有期雇用（任期あり）の教員の年齢構成や任期、雇用状況等の把握を目的とする。 

 文部科学省では、科学技術イノベーションの重要な担い手となる若手・女性・外国人研究者を含

む多様な人材の育成・確保を図るため、様々な施策を推進している。これまで、その一環として「ポ

ストドクター等の雇用・進路に関する調査」を実施し、ポストドクター等を取り巻く課題について分析

を行ってきた。昨今では、大学において従来のポストドクター等に代わり、研究プロジェクト推進のた

めの競争的資金等を雇用財源とする、いわゆる特任教員（特に特任助教）として若手研究者を雇

用するケースが増えている。 

このたび、第６期科学技術基本計画の策定にあたり、若手研究者を取り巻く環境をより詳細に把

握し、今後の政策立案に資することを目的として、我が国の研究活動を牽引する主要な研究大学

としてRU11を構成する大学、又は、国立大学法人運営費交付金の重点支援③にあたる大学にお

いて教育研究活動に従事する教員を対象に、「研究大学における教員の雇用状況に関する調査」

を行うものとする。 

(2)調査対象者

以下の二時点において該当する者を調査対象とする。 

● 平成25年10月1日時点に当該機関に所属していた全ての教員

● 令和元年10月1日時点に当該機関に所属していた全ての教員

※平成25年、令和元年の両年度には、学校教員統計調査が実施されていることに留意されたい。

また、ここで言う「教員」とは、当該機関と雇用関係にある常勤教員（本務教員）であり、「教授」、

「准教授」、「講師」、「助教」、「助手」の肩書き（及びそれに準じる肩書き）を有する者とし、これに

は競争的資金等の外部資金で雇用されている「特定有期雇用」等の特任教員も含むものとする。

機関により「特命」、「特定」、「特別」等、特定有期雇用教員に対して付与する称号が異なる場

合についても、本調査においては総じて「特任」として扱うものとする。上記肩書きを有しない

URAやポストドクター、日常的な勤務を要しない名誉職、兼務教員は調査の対象には含めない

ものとする。

参考資料D（記入要領）



(3)調査対象機関

RU11を構成する大学、又は、国立大学法人運営費交付金の重点支援③にあたる大学（18大学） 

（北海道大学、東北大学、筑波大学、千葉大学、東京大学、東京農工大学、東京工業大学、一

橋大学、金沢大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、岡山大学、広島大学、九州

大学、早稲田大学、慶応義塾大学） 

(4)調査項目

● 基本情報（2.性別、3.生年、4.国籍、5.専門分野）

● 雇用状況（6.職名、7.主な雇用財源、8.任期の有無、9.テニュアトラック、10.任期の長さ、

11.契約可能な最長期間、12.給料月額※１、13.前職※２）

※１ 12.「給料月額」については、令和元年10月1日時点に所属した特任教員を調査の対象と

する。 

※２ 13.「前職」については、令和元年10月1日時点に所属した教員を調査の対象とする。

(5)提出方法・提出先

 提出用の調査票を同封のCD-ROMから入手し、必要事項を記入し、電子メールにて下記２つの

宛先まで提出。 

提出先 

jinzai@mext.go.jp / yukikoyo@nistep.go.jp 

(6)提出期限

令和2年3月16日（月） 

(7)結果の取扱

 各大学の回答については、文部科学省科学技術・学術政策局人材政策課において取りまとめた

後、文部科学省科学技術・学術政策研究所において分析を実施し、報告書として公表予定。 



［記入上の注意］ 

● 所属する全教員1人に対して、1行で回答すること。

● 重複計上しないよう留意すること。

1.「氏名等（整理用）」欄：必要に応じて整理・確認用に利用すること（提出時には、1.「氏名等（整

理用）」の列を削除すること）。

「基本情報」について 

2.「性別」欄：コード表から該当するものを選ぶこと。

3.「生年」欄：生年（西暦）を数字で記入すること。

4.「国籍」欄：コード表から該当するものを選び、「その他」の場合は、セルに直接、国名を記入する

こと。

5.「専門分野」欄：コード表から該当するものを選ぶこと。

「雇用状況」について 

6.「職名」欄：コード表から該当するものを選び、「その他」の場合は、セルに直接、職名を記入する

こと。

7.「主な雇用財源」欄：コード表から該当するものを選び、「その他」の場合は、セルに直接、記入す

ること。

8.「任期の有無」欄：コード表から該当するものを選ぶこと。

9.「テニュアトラック」欄：コード表から該当するものを選ぶこと。テニュアトラック制度とは、「教育研究

活動の活性化を目的とし、公正かつ透明性の高い選抜によって採用された若手研究者が、任

期付の雇用形態で自立した研究者として一定の経験を積んだ後に厳正な審査を経て、任期の

定めがない職、または任期の定めがあっても再任回数の限度がない常勤の教員として採用され

るキャリアパスシステム」と定義し、この制度の下に採用され、トラック期間にある教員に該当する

場合には「1 テニュアトラック」を選ぶものとする。

10.「任期の長さ」欄：8.「任期の有無」が「1 任期あり」の場合、調査対象時点における主な雇用財

源による雇用契約の期間の長さについて、コード表の「任期の長さ・契約可能な最長期間」から、

該当するコード番号を選ぶこと。

11.「契約可能な最長期間」欄：10.「任期の長さ」において回答した契約を含む通算契約期間につ

いて、教員と最初の契約を締結した時点から最大限に更新又は延長する場合の最後の契約期

間が満了する時点までの期間の長さを、コード表の「任期の長さ・契約可能な最長期間」から、

該当するコード番号を選択すること。なお、調査対象時点の状況を回答するものとし、翌日以降

に契約を更新又は延長しないことが明らかになった場合でも考慮しないこと。

＊7.「主な雇用財源」において「8 主な雇用財源が判別不能」を選択した場合であっても、10.

「任期の長さ」、11.「契約可能な最長期間」について、該当する期間の長さが明らかな場合に

は、コード表から該当するコード番号を選択すること。 

＊11.「契約可能な最長期間」について定めていない場合には、コード表の「10年以上」を選択す

ること。 



[参考]（①、②、③の調査対象者は、令和元年10月1日時点に所属した教員とする。） 

① 契約更新が可能な期間の上限が定められている場合

平成29年4月1日に契約期間1年間、更新上限4年間で、自動的に更新する又は更新する場合

があり得る契約を最初に締結のうえ、平成30年4月1日及び平成31年4月1日に契約期間1年間で

契約を更新している場合は、コード表から「任期の長さ」は「1年」、「契約可能な最長期間」は「4年

以上5年未満」を選択する。 

 

② 契約更新はしない契約内容である場合

平成29年4月1日に契約期間3年間で、契約更新はしない契約を締結している場合には、コード

表から「任期の長さ」は「3年以上4年未満」、「契約可能な最長期間」は「3年以上4年未満」を選択

する。 

令和元年10月1日
令和4年4月1日

締結 更新 更新

平成28年4月1日 平成29年4月1日 平成30年4月1日 平成31年4月1日 令和2年4月1日 令和3年3月31日

契約期間（１年）契約期間（１年）

任期の長さ：１年 → コード表「１年」

契約可能な最長期間：４年 → コード表「４年以上５年未満」

更新上限４年（平成29年4月1日～令和3年3月31日）

自動的に更新する
更新する場合があり得る

自動的に更新する
更新する場合があり得る

契約期間（１年）

自動的に更新する
更新する場合があり得る

令和元年10月1日
令和4年4月1日平成28年4月1日

締結

令和3年3月31日平成29年4月1日 平成30年4月1日 平成31年4月1日 令和2年4月1日

契約期間（３年）

任期の長さ：３年 → コード表「３年以上４年未満」

契約可能な最長期間：３年 → コード表「３年以上４年未満」

契約更新はしない



③ 契約更新はしない契約内容に変更する場合

平成24年4月1日に契約期間1年間で、自動的に更新する又は更新する場合があり得る契約を

最初に締結のうえ、平成28年3月31日までの間、毎年度、契約を更新した後、平成28年4月1日に

契約期間4年間、契約更新はしない契約内容に変更して契約を更新している場合は、コード表か

ら「任期の長さ」は「4年以上5年未満」、「契約可能な最長期間」は「8年以上9年未満」を選択す

る。 

 

 

12.「給料月額」：令和元年10月1日時点に当該機関に所属した特任教員について、当該機関にお

ける令和元年９月分の給料（本俸）額をコード表から選ぶこと。なお、諸手当及び調整額は含め

ないこと。

[例外的な取扱い]

・兼務校の給料は含めないこと。

・特別の事情（休職等）によって減額された給料を支給されている場合は、減額支給額を回答す

ること。

・令和元年10月1日付で採用された教員の給料については、10月分の給料（本俸）を回答するこ

と。

・当該機関から給与を受けていない教員は、「1 給与を受けていない」を選ぶこと。

13.「前職」：令和元年10月1日時点に当該機関に所属した教員について、平成25年10月1日時点

の前職をコード表から選ぶこと。なお、平成25年10月1日と令和元年10月1日時点の職が同じ場

合には、「1 変更なし」を選ぶこと。

令和2年
4月1日

令和元年
10月1日

平成27年
4月1日

平成26年
4月1日

更新

平成28年
4月1日

平成29年
4月1日

平成30年
4月1日

平成31年
4月1日

平成25年
4月1日

平成24年
4月1日

更新 更新 更新締結

任期の長さ：４年 → コード表「４年以上５年未満」

契約可能な最長期間：８年 コード表「８年以上９年未満」

自動的に更新する
更新する場合があり

得る

契約期間（４年）契約期間（１年）契約期間（１年）契約期間（１年）契約期間（１年）

自動的に更新する
更新する場合があり

得る

自動的に更新する
更新する場合があり

得る

自動的に更新する
更新する場合があり

得る
契約更新はしない
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